
高齢社会白書 『高齢社会白書』（平成二四年版）を読む（下） 

平成７（１９９５）年に制定された「高齢社会対策基本法」に基づいて平成８年から内

閣府がまとめて閣議決定し、国会に提出されている年次報告「高齢化の状況及び高齢社会

対策の実施状況」（高齢社会白書）のこと。コンパクトにまとめた概要版がある。平成２４

年版（平成２３年度）は、６月１５日に閣議決定して公表した。（担当大臣は中川正春議員） 

各分野での毎年の成果を内閣府でまとめて積載してきたため密度が濃く、内容の正確な

把握は広く深い視点からなされねばならない。が、本稿ではそういう立場とは別に、「三世

代多重型社会」構想を掲げる立場からの率直で気軽な“読中所感”を＜意見＞の形で添え

ている。青色は[平成 23年度目次]で、赤色は添えられている表や図。 

高齢化の状況及び高齢社会対策の実施状況 

第1 章 高齢化の状況 

第1節 高齢化の状況 2   

1 高齢化の現状と将来像 2 

(1) 高齢化率が23.3％に上昇 2 

わが国の総人口は１億２７８０万人（２０１１年１０月１日現在）。６５歳以上の高齢者人口は

２９７５万人（前年２９２５万人）。高齢化率は２３．３％（前年２３．０％）に。１９７０年

７％(高齢化社会)から１９９４年１４％（高齢社会）に。 

＜意見：この「高齢化社会」（７％）から「高齢社会」（１４％）へとすすんだ期間が２４年と

いうあまりの短さに社会対策が追いつかなかったのが実情。「高齢者社会」にはなったが「高齢

化社会」にはなっていない。医療・介護・年金といった高齢者個人対策では欧米並みの成果を得

たが、社会対策は未着手といっていい。＞ 

表1 － 1 － 1 高齢化の現状 2 

（2）将来推計人口でみる50年後の日本 3 

ア 9,000万人を割り込む総人口 3 

イ 2.5人に1人が65 歳以上、4人に1人が75歳以上 3 

図1 － 1 － 2 高齢者人口の対前年度増加数の推移 3 

ウ 年少人口、出生数とも現在の半分以下に、生産年齢人口は4,418万人に 4 

図1 － 1 － 3 年齢区分別将来人口推計 4 

図1 － 1 － 4 －（1） 高齢化の推移と将来推計 5 

図1 － 1 － 4 －（2） 高齢化率の前回将来推計との比較 5 

エ 現役世代1.2人で1人の高齢者を支える社会の到来 6 

オ 男性84.19歳、女性90.93歳まで生きられる 6 

総人口が減少するなかで６５歳以上の高齢者が増加することにより「高齢化率」は上昇を続け、

平成25（2013）年には25.1％で4 人に1 人となる。 



＜意見：近い将来推計はともかく、長期予測統計は、もしこのまま何もしないならばという政策

不在を前提にしており、政策要請でもあることに注意。高齢者がおよそ５人にひとり（２１％以

上）を「超高齢社会」ということもあるが、「超」ではなく「本格的な高齢社会」という意味で、

あっていい姿なのである＞ 

2 地域別にみた高齢化 6 

高齢化率が最も高いのは秋田県で２９．７％、最も低いのは沖縄県で１７．３％。 

＜意見：東北や北陸の中小都市の「モノ・場所・しくみ」のありように将来の「高齢社会」を支

える契機を見出すことができる＞ 

図1 － 1 － 5 出生数及び死亡数の将来推計 6 

図1 － 1 － 6 高齢世代人口の比率 7 

図1 － 1 － 7 平均寿命の推移と将来推計 7 

表1 － 1 － 8 都道府県別高齢化率の推移 8 

3 高齢化の要因 9 

（1）死亡率の低下に伴う平均寿命の延伸 9  

図1 － 1 － 9 死亡数及び死亡率の推移 9 

（2）少子化の進行による若年人口の減少 10 

図1 － 1 － 10 高齢者の性・年齢階級別死亡率（1950～2010 年） 10 

高齢化の要因は大きく分けて、①平均寿命の延伸による65 歳以上人口の増加と、②少子化の進

行による若年人口の減少、の2つ。死亡率を男女別年齢別にみると、いずれの年齢層においても

女性が低い。平均寿命（2010年）では、男性79.64 年、女性86.39 年。少子化については、人口

置換水準（人口を長期的に維持するために必要な水準で2.1 程度）前後で推移してきたが、1975

年に1.91 と2.00 を下回ると、1993年に1.46 と1.50 を割り込んだ。その後も低下傾向は続き、

2005年には1.26と過去最低を記録した。2010年は1.39となっている。 

＜意見：高齢化とともに増加する独り住まいの高齢女性、子どもが産めない（産みづらい）環境

で暮らす若い女性についての仔細な実情調査と対策が課題＞ 

4 高齢化の社会保障給付費に対する影響 11 

（1）過去最高となった社会保障給付費 11 

図1 － 1 － 11 社会保障給付費の推移 11 

（2）高齢者関係給付費は引き続き増加 11 

社会保障給付費（年金・医療・福祉その他）は、９９兆８５０７億円に。国民所得に占める割合

は、２９．４％。社会保障給付費のうち高齢者関係給付費は、６８兆６４２２億円で、６８．７％。

前年から３兆２８２５億円の増加。 

＜意見：増税でなく持続的な経済成長がなければ現状の「社会保障」の水準を保持しつづけるこ

とが困難になった。次世代へ期待することなく、増えつづける高齢者自身による解決策と実行が

必要である。まずは意識改革そして実行＞ 

5 高齢化の国際的動向 11 



（1）今後半世紀で世界の高齢化は急速に進展 11 

（2）我が国は世界のどの国も経験したことのない高齢社会を迎えている 11 

表1 － 1 － 12 世界人口の動向等 12 

図1 － 1 － 13 世界の高齢化率の推移 13 

世界総人口は、６８億９５８９万人。６５歳以上が占める割合は７．６％（２０１０年）。わが

国の高齢化率は、平成１７（２００５）年に世界で最も高い水準に。 

＜意見：わが国には国際的な高齢化先行国として、どういう経緯で「長寿社会」を達成するかの

モデル形成（成功例）が要請されている。高齢者が体現者として「国連高齢者五原則＝自立・参

加・ケア・自己実現・尊厳」の一つひとつを一人ひとりが意識し実行することが国際性を有する

ことになる＞ 

第2節 高齢者の姿と取り巻く環境の現状と動向 14 

1 高齢者の家族と世帯 14 

（1）高齢者のいる世帯は全体の4割、そのうち「単独」・「夫婦のみ」世帯が過半数 14  

図1 － 2 － 1 － 1 65 歳以上の者のいる世帯数及び構成割合（世帯構造別）と全世帯に占める65 歳以上

の者がいる世帯の割合 14 

６５歳以上の高齢者のいる世帯は、２０７１万世帯（２０１０年）。全世帯（４８６４万世帯）

の４２．６％に。三世代世帯は、昭和５５（１９８０）年には５０％だったが、平成２２（２０

１０）年には１６．５％に減少。東北地方や日本海側の県では高齢者も多いが三世代世帯も多い。

＜意見：住宅の構造が単独、夫婦のみが増えるように細分化されており、三世代世帯（敷地内同

居なども）を増やすための住宅政策が重要課題に。親・子・孫によるわが家三代の暮らしの継承

が「家族の絆」の基本＞ 

（2）子どもとの同居は減少しているが、配偶者や子どもが心の支えとなっている人は多い 15 

図1 － 2 － 1 － 2 65歳以上の者のいる世帯のうち各県で最も割合が多い世帯構造 15 

図1 － 2 － 1 － 3 高齢世帯数（家族類型別）及び一般世帯総数の推移 16 

図1 － 2 － 1 － 4 家族形態別にみた高齢者の割合 17 

図1 － 2 － 1 － 5 心の支えとなっている人（複数回答） ・17 

高齢者の心の支えとなっている人は、「配偶者あるいはパートナー」は日本（６５．３％）やス

ウェーデン（７０．９％）、「子ども（養子を含む）」はアメリカ（６９．８％）で、韓国、ド

イツは双方同等に。 

＜意見：同等が当然と想定されるが、一方に片寄るにはそれぞれの事情がある。スウェーデンが

配偶者、アメリカが子どもという事情を知ることも必要だが、日本の場合は高度成長期を支えた

「２ＤＫ・標準家族」（夫婦と子ども二人）という事情がある。親離れ（女性は姑離れ）した夫

婦は、子どもにも親支えを求めない傾向があるからである＞ 

（3）一人暮らし高齢者が増加傾向 18 

一人暮らしの高齢者は、男性約１３９万人、女性約３４１万人で増加の傾向。 

＜意見：このままの増勢がつづけば、「暮らしいい高齢社会」に向かっているといえない。＞ 



（4）女性の有配偶率は5割弱だが上昇傾向 18 

図1 － 2 － 1 － 6 一人暮らし高齢者の動向 18 

2 高齢者の経済状況 19 

（1）暮らし向きに心配ない高齢者は約7割 19 

（2）高齢者世帯は、世帯人員一人当たりの年間所得が全世帯平均と大きな差はない 19 

図1 － 2 － 1 － 7 高齢者の配偶関係別の割合 19 

（3）高齢者の所得格差は他の世代と比べて大きいが、縮小傾向 20  

図1 － 2 － 2 － 1 高齢者の暮らし向き 20 

表1 － 2 － 2 － 2 高齢者世帯の所得 20 

（4）世帯主が65歳以上の世帯では、一人当たりの支出水準は全世帯平均を上回る 21 

（5）世帯主が65歳以上の世帯の貯蓄は全世帯平均の1.4倍で、貯蓄の主な目的は病気や介護への備え 21 

図1 － 2 － 2 － 3 高齢者世帯における公的年金・恩給の総所得に占める割合別世帯数の構成割合21 

図1 － 2 － 2 － 4 年金の給付水準と社会保障費の負担に関する意識 21 

図1 － 2 － 2 － 5 年齢階級別ジニ係数（等価所得）22 

図1 － 2 － 2 － 6 世帯主の年齢階級別世帯人員一人当たりの1 年間の支出 22 

図1 － 2 － 2 － 7 優先的にお金を使いたいと考えているもの（3 つまでの複数回答）23 

図1 － 2 － 2 － 8 世帯主の年齢階級別1 世帯当たりの貯蓄・負債、年間収入、持家率 23 

（6）遺産相続や生前贈与に関する意識 24 

図1 － 2 － 2 － 9 貯蓄現在高階級別世帯分布 24 

図1 － 2 － 2 － 10 貯蓄の目的 24 

（7）生活保護受給者（被保護人員）は増加傾向 25 

（8）相対的貧困率は高齢期に上昇する傾向 25 

図1 － 2 － 2 － 11 遺産相続に関する意識 25 

図1 － 2 － 2 － 12 子どもへの財産の生前贈与に対する意識（年齢階級別） 25 

図1 － 2 － 2 － 13 被保護人員の変移 26 

図1 － 2 － 2 － 14 男女別・年齢階層別相対的貧困率 26 

図1 － 2 － 2 － 15 ホームレスの年齢分布 26 

（9）ホームレスも高齢化、60歳以上で増加傾向 27 

世帯主が65 歳以上の世帯の支出は全世帯の平均を上回る。60歳以上の高齢者の支出に関する意

識をみてみると、「健康維持や医療介護のための支出」（42.8％）、「旅行」（38.2％）、「子

どもや孫のための支出」（33.4％）の順。貯蓄現在高は、世帯主の年齢が65歳以上の世帯と全世

帯平均（いずれも二人以上の世帯）とを比較すると、前者は2,257 万円で後者の1,664万円の約

1.4倍。貯蓄の目的については、「病気・介護の備え」が62.3%、次いで「生活維持」が20.0%。

＜意見：長寿の将来がわからず不安があれば、平均より多額な貯蓄額が安心を支えることになる。

貯蓄・支出が「健康維持」や「医療・介護」のためであり、「子どもや孫のため」も継続的に増

加する。それに耐えうる平均以上の高齢者が「いいおじいちゃん、おばあちゃん」、半分は「ツ



カエナイじじ・ばば」になる。いずれにしても成り行きまかせの余生には希望がない。貯蓄の３

分の１は留保し、３分の１は子孫に、そして３分の１は自分とみんなのために社会の活性化に投

下する。そこで「社会の高齢化」が進み、持続的な経済成長が可能になる＞ 

3 高齢者の健康・福祉 27 

（1）高齢者の健康 27 

ア 高齢者の半数近くが何らかの自覚症状を訴えているが、日常生活に影響がある人は5分の1程度27 

図1 － 2 － 3 － 1 65 歳以上の高齢者の有訴者率及び日常生活に影響のある者率（人口千対）27 

イ 健康寿命が延びているが、平均寿命に比べて延びが小さい 28 

図1 － 2 － 3 － 2 65 歳以上の高齢者の日常生活に影響のある者率（複数回答）（人口千対）28 

図1 － 2 － 3 － 3 健康状態に関する意識 28 

図1 － 2 － 3 － 4 健康寿命と平均寿命の推移 ・29 

図1 － 2 － 3 － 5 健康についての意識（国際比較）29 

ウ 高齢者の受療率は他の年代より高く、国際的にみても高齢者が医療サービスを利用する頻度は高い

30  

図1 － 2 － 3 － 6 年齢階級別にみた受療率の推移  30 

表1 － 2 － 3 － 7 主な傷病別にみた受療率（人口10 万対） 30 

図1 － 2 － 3 － 8 65 歳以上の高齢者の主な死因別死亡率の推移 31 

図1 － 2 － 3 － 9 死亡場所の構成割合の推移 31 

図1 － 2 － 3 － 10 医療サービスの利用状況（国際比較） 32 

図1 － 2 － 3 － 11 第1 号被保険者（65 歳以上）の要介護度別認定者数の推移 32 

65 歳以上の高齢者の健康状態。有訴者率（人口1,000人当たりの自覚症状のある者。入院者を除

いた数、2010年）は471.1と半数近くの人が何らかの自覚症状。日常生活に影響のある者率（人

口1,000 人当たりの「日常生活動作、外出、仕事、家事、学業、運動等に影響のある者（入院者

を除く）」の数）は、209.0と、有訴者率と比べると半分以下に。日常生活への影響では、「日

常生活動作」（起床、衣服着脱、食事、入浴など）が人口1,000人当たり100.6、「外出」が90.5、

次いで「仕事・家事・学業」が79.6、「運動（スポーツを含む）」が64.5。日常生活に制限のな

い期間（健康寿命）は、男性が70.42 年、女性が73.62年。 

＜意見： 65歳をすぎると何らかの自覚症状があらわれる。健康寿命でみると70歳を過ぎると有

訴者が半数を超え、日常生活への影響が５人にひとり。身近な数値である。お互いの健康情報に

も実が入る。それに過剰に反応することよって、半数あるいは５人に４人の元気な人びとが高齢

期の活動を控えてしまうことになれば、社会の活力を失うことになる＞ 

（2）高齢者の介護 33 

ア 高齢者の要介護者等数は急速に増加しており、特に75歳以上で割合が高い 33 

表1 － 2 － 3 － 12 要介護等認定の状況 33 

図1 － 2 － 3 － 13 日常生活における介助等の必要度（国際比較）33 

表1 － 2 － 3 － 14 介護保険サービスの利用状況 34 



イ 主に家族（とりわけ女性）が介護者となっており、「老老介護」も相当数存在 35 

ウ 家族の介護・看護のために離職・転職する人が増えている 35  

図1 － 2 － 3 － 15 要介護者等の性別にみた介護が必要となった主な原因 35 

図1 － 2 － 3 － 16 介護が必要になった場合の費用負担に関する意識 35 

エ 「要介護5」では約半数がほとんど終日介護を行っている 36 

オ 介護を受けたい場所は「自宅」が約4割 36 

図1 － 2 － 3 － 17 要介護者等からみた主な介護者の続柄 36 

図1 － 2 － 3 － 18 介護・看護を理由に離職・転職した人数 36 

（3）最期を迎えたい場所は「自宅」が半数を超える 37 

図1 － 2 － 3 － 19 介護・看護を理由に離職・転職した人の年齢構成割合 （18 年10 月～19 年9 月に

離職・転職した人） 37 

図1 － 2 － 3 － 20 同居している主な介護者の介護時間（要介護者等の要介護度別） 37 

図1 － 2 － 3 － 21 介護を受けたい場所 38 

図1 － 2 － 3 － 22 最期を迎えたい場所 38 

図1 － 2 － 3 － 23 自宅で最期まで療養することが実現困難な理由（複数回答） 38 

高齢者の死因。死亡率（高齢者人口10 万人当たり死亡者数の割合。2010年）は、「悪性新生物

（がん）」が967.5と最も高く、次いで「心疾患」576.8、「肺炎」391.2 の順。死亡場所の推移

をみると、昭和26（1951）年では「自宅」が82.5％、病院が9.1％だったが、平成22（2010）年

には「病院」が77.9％、「自宅」は12.6％に。医療サービスの利用状況については、韓国、アメ

リカ、ドイツ及びスウェーデンと比較すると、日本は「ほぼ毎日」から「月に1回くらい」まで

の割合が61.6％で最も高い。 

＜意見：外にむかう社会活動少ないことから、身近に居場所、情報源がない。有訴の初期から病

院にせっせと通い、処方薬をのんで安心する。「がん」を恐れながら暮らして「がん」で病院で

死ぬのが一般的。接骨院の待合室は、いまや地域高齢者のサロンになっている＞ 

4 高齢者の就業 39 

（1）高齢者の雇用情勢 39 

図1 － 2 － 4 － 1 雇用者数の推移（全産業） 39 
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（2）労働力人口 41 

（3）就業者の状況 41 

60～64歳の雇用者（2011年時点）は450 万人、65歳以上の雇用者は308万人。また定年者で継続

雇用された人の割合は73.6％となって、65 歳以上の人は556 万人（8.9％）に。労働力人口総数

に占める比率は上昇して6.1％に。職業別でみると「生産工程・労務作業者」が148万人（26.0％）

で最も多く、次いで「農林漁業作業者」が113万人（19.8％）。 



＜意見：定年が65歳さらに70歳、定年なしなど、なしくずしに高齢化を要請されている企業にと

って、不況下の対応は苦しい。増える高齢者層が必要とする新たな自社製品を企画し、みずから

が製作に従事する高齢熟練社員が温存されて、しごとが回る需給関係の形成が急務。若い社員の

しごとを奪うようでは延長する意味がない＞ 

表1 － 2 － 4 － 5 農林業・非農林業、週間就業時間別就業者数（65 歳以上） 41 

表1 － 2 － 4 － 6 職業別就業者数（65 歳以上） 41 

5 高齢者の社会参加活動 41 

（1）高齢者のグループ活動 41 

グループ活動への参加状況。60歳以上の高齢者のうち59.2％（2008年）が何らかのグループ活動

に参加しており、10 年前（1998年）と比べると15.5 ポイント増加。「健康・スポーツ」（30.5％）、

「地域行事」（24.4％）、「趣味」（20.2％）、「生活環境改善」（10.6％）の順。 

60 歳以上で学習活動に参加している人の割合は17.4％。活動内容をみると、「カルチャーセン

ターなどの民間団体が行う学習活動」が7.6％、「公共機関や大学などが開催する公開講座など」

が4.8％などとなっている。また、行ってみたい生涯学習の内容は、60～69 歳は「健康・スポー

ツ」（健康法、医学、栄養、ジョギング、水泳など）が60.9％で最も多く、70歳以上では「趣味」

（音楽、美術、華道、舞踊、書道など）が57.2％。 

＜意見：学習内容については、本誌が主張する体（健康）志（知識）行（技術）の３つのカテゴ

リーをバランスよく学習できるよう講座を開設することが肝要である。参加数の２~３ではなく

５~７くらい多彩なほうがいい。これも本誌の用語だが、「水玉模様のような重なり」が感じら

れる暮らしが高齢期の活動の豊かさなのである＞ 

図1 － 2 － 5 － 1 高齢者のグループ活動への参加状況（複数回答）42 
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図1 － 2 － 5 － 3 高齢者の学習活動への参加状況（複数回答） 43 
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若い世代との交流の機会。60 歳以上で何らかの交流の機会がある人の割合は平成20（2008）年

で54.9％。また、若い世代との交流の機会への参加意向については、参加したいと考える人の割

合は平成20（2008）年で62.4％となっており、平成5（1993）年の調査以来、初めて6 割を超え

た。 

＜意見：交流の機会は意欲の調査では高い数値だが、具体的な場となると設問すらできないこと

が現況を示している。家族としても三世代同居が少なくなって独居が増えている環境の下で、ど

ういう接触の場が設定できるかは難問なのである。それより以前に、高齢者同士のコミュニティ

を確かなものにし、その上で三世代会議や二世代間の話し合いを通じてそれぞれの「モノ・場所・



しくみ」のありようを談議するのがいい＞ 

6 高齢者の生活環境 45 

（1）高齢者の住まい 45 

ア 高齢者の9割は現在の住居に満足しており、体が弱っても自宅に留まりたい人が多い 45 

図1 － 2 － 6 － 1 現在の住居に関する満足度 45 

図1 － 2 － 6 － 2 虚弱化したときに望む居住形態 45 

60歳以上の高齢者に現在の住宅の満足度について聞いてみると、「満足」又は「ある程度満足」

している人は総数で89.3％、持家で91.2％、賃貸住宅で69.9％となっている。 

＜意見：現在の住居に満足しているのは、無からつくりあげた住居（資産）であり慣れ親しんだ

生活空間だからである。しかし傷んでも多額の費用をかけて修理ができないのが実情であろうが、

それでも他に求めることのできない人生の記憶（子育てなど）とともにある現場だからである＞ 

イ 高齢者は家庭内事故が多く、最も多い事故時の行動は「歩いていた（階段の昇降を含む）」46 

図1 － 2 － 6 － 3 高齢者の家庭内事故 46 
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ア 高齢運転者による交通事故件数が高い水準で推移 47 
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図1 － 2 － 6 － 4 地域における不便な点（複数回答） ・47 

ウ 消費トラブルに関する高齢者からの相談が依然として10万件を超えている 49 

エ 住宅火災における死者数は約6割が高齢者 49 
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ア 生きがいを感じている人は約8割 51 

生きがいを感じている人が8割を超えている。男女別には「十分に感じている」人の割合は女性

（42.4％）に比べて男性（34.8％）が低くなっている。 

＜意見：８割が生きがいを感じている社会はいい社会である。問題はこれからの推移にある。男

性の割合が低いのは培ってきた知識や技術を活かす場を見出していないからであろう。このまま

の推移ではけっして楽観的でない＞ 

図1 － 2 － 6 － 10 養護者による虐待を受けている高齢者の属性 51 
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イ 今後、毎日の生活を充実させて楽しむことに力を入れたい人が増加 52 
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誰にも看取られることなく、亡くなったあと発見されるような孤立死（孤独死）を身近な問題だ

と感じる（「非常に感じる」と「まあまあ感じる」の合計）人の割合は、60 歳以上の高齢者の4

割を超え、単身世帯では6割を超えている。 

＜意見：親族・学友・同僚だけではなく、元気なうちから地域での複数のコミュニティに参加す

ることが孤立死を避ける要素となる。亡くなったあと発見されるような孤立死を思いながら暮ら

す人生が楽しいはずがない。それは個人の側の問題ではなく、社会の側に問題がある。＞ 
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第3 節 「高齢社会対策の基本的在り方等に関する検討会報告書 

～尊厳ある自立と支え合いを目指して～」について 61 

1 超高齢社会における課題 61 

平成２３（２０１１）年１０月１１日に総理を会長とする「高齢社会対策会議」が開催され、新

しい高齢社会対策大綱の検討を開始する方針が示された。本方針に基づき、23（2011）年10 月

21 日から24（2012）年2 月23日にかけて5回にわたり開催された「高齢社会対策の基本的在り方

等に関する検討会」（座長；清家篤慶應義塾長）で報告書（「高齢社会対策の基本的在り方等に

関する検討会報告書～尊厳ある自立と支え合いを目指して～」）がとりまとめられた。本報告書

では、これまでの「人生65年時代」を前提とした高齢者の捉え方についての意識改革をはじめ、

働き方や社会参加、地域におけるコミュニティや生活環境の在り方、高齢期に向けた備え等を「人

生90年時代」を前提としたものへ転換させ、全世代が参画した、豊かな人生を享受できる超高齢

社会の実現を目指す必要があるとの認識が示された。 

＜意見：１０年ぶりの「大綱」の見直しで、これまでの「支えられる高齢者」に対して、「人生

９０年時代」の主体者として「支える高齢者」層を明確にとらえたことは画期的な変更である。



６人の有識者が５回の会議で決めてしまう手法には問題があるが、それよりも政治の側の関心の

なさは絶望的ですらある。「社会保障」の財源をたもつための「消費税増税」を衆議していなが

ら、同時進行している高齢社会対策の大綱の見直しに関心を示さないのはなぜなのか。＞ 

（1）「高齢者」の実態と捉え方の乖離 61 

（2）世代間格差・世代内格差の存在 61 

（3）高齢者の満たされない活躍意欲 62 

（4）地域力・仲間力の弱さと高齢者等の孤立化 ・62 

（5）不便や不安を感じる高齢者の生活環境 62 

（6）これまでの「人生65年時代」のままの仕組や対応の限界 62 

2 今後の超高齢社会に向けた基本的な考え方 63 

（1）「高齢者」の捉え方の意識改革 ～65歳は高齢者か～ 63 

「高齢者」は、支えが必要であるとする考え方や社会の在り様は、意欲と能力のある現役の65

歳以上の者の実態から乖離しており、高齢者の意欲と能力を活用する上で阻害要因ともなってい

る。また、65歳以上であっても社会の重要な支え手、担い手として活躍している人もいるなかで、

これらの人を年齢によって一律に「支えられる人」と捉えることは、活躍している人や活躍した

いと思っている人の誇りや尊厳を傷つけることにもなりかねない。 

＜意見：「支えられる高齢者」に対する「支える側の高齢者」という実態をもっと明確に打ち出

していいのだが、ここは説得調。＞ 

（2）老後の安心を確保するための社会保障制度の確立 ～支え支えられる安心社会～ 63 

（3）高齢者パワーへの期待 ～社会を支える頼もしい現役シニア～ 64 

意欲と能力のある65 歳以上の現役であるシニアが、本人の希望に応じて働き続けることができ

る生涯現役社会を実現することは、それらの現役シニアの生活基盤となる所得はもとより、生き

がいや健康をもたらす。・・また、高齢者の意欲を最大限に活かすことによって、企業の活力維

持に不可欠である若い世代への円滑な技能伝承の実現が期待でき、若い世代の能力の向上も達成

される。 

＜意見：ここでの“現役シニア”という用語は注意深く使われているが、「支える側の高齢者」

を明確に指示している。現役の生活者なのである。後人への貢献をいうばかりでなく、生活者と

しての現役シニアがなすべき新たな活動、自らと仲間たちとの暮らしのための「モノと場所とし

くみ」形成への働きかけを強調すべきところなのであるが、それが見えていない＞ 

また、高齢者のニーズを踏まえたサービスや商品開発の促進により、高齢者の消費を活性化し、

高齢化に対応した産業や雇用の拡大を支援すべきである。 

＜意見：だれが？ここでも高齢者自身の役割であることが明示されていない＞ 

（4）地域力の強化と安定的な地域社会の実現 ～「互助」が活きるコミュニティ～ 64 

地域の人々、友人、世代を超えた人々との間の「顔の見える」助け合いにより行われる「互助」

を再構築する必要がある。 

＜意見：自助・共助・公助のうち、顔の見える関係を「互助」として加えたところに孤立化する



高齢者と身近なコミュニティ崩壊の危機を指摘している＞ 

（5）安全・安心な生活環境の実現 ～高齢者に優しい社会はみんなに優しい～ 65 

高齢者をはじめ、多様な人々が利用しやすいよう、住宅や都市、生活環境のデザインをより拡張

するという、ユニバーサルデザインの考え方を一層推進する必要がある。このような全世代型で

多様な人々が安心して暮らせるまちづくり、自立した生活ができる環境づくりを実現することが

重要である。 

＜意見：バリアフリーやユニバーサルデザインの必要はいうまでもないのだが、“全世代型”で

あってはなるまい。このすべてを弱者にそろえる“ユニバーサル的な善意”は全体の力を削ぐこ

とになるからだ。格差や差別でない世代別の差異（ちがい・特性）は活かされなければならない。

ややおおげさにいえば、三世代三層の構造をもった環境づくりのほうがお互いの特性を活かして

暮らせるからである＞ 

（6）若年期からの「人生90年時代」への備えと世代循環の実現 ～ワーク・ライフ・バランスと次世代へ

承継する資産～ 66 

第4節 高齢者が活躍できる環境づくり 67 

1 高齢者の就労 67 

図1 － 4 － 1 － 1 年齢階層別 就業率 67 

図1 － 4 － 1 － 2 65 歳以降（65～69 歳）における就業意向 68 

図1 － 4 － 1 － 3 いつまで働きたいか 68 

高齢者の就業に対する意向をみてみると、厚生労働省「中高年者縦断調査」（平成22年）によれ

ば、「団塊の世代」を含む60～64 歳では、仕事をしている人のうち56.7％が65 歳以降も「仕事

をしたい」と考えており、「仕事をしたくない」人（16.6％）を大きく上回って「仕事をしたい」

人は44.0％で、「仕事をしたくない」人（31.4％）を上回っており、現在の65～69 歳の就業率

（36.3％）と比べても高い割合となっている。また、内閣府「高齢者の地域社会への参加に関す

る意識調査」（平成20 年）で高齢者の退職希望年齢をみると、65 歳までに退職したい人は3割

に満たず、残りの約7割の人は「70歳以降まで」または「働けるうちはいつまでも」働きたいと

考えている。このように、我が国においては、高齢者の高い就業継続意欲が必ずしも実際の就業

に結びついていないと言えるだろう。 

＜意見：ここはむしろ65歳になって「仕事をしたくない人」の存在に注意したほうがいい。仕事

をしたくない人を無視することはできない。そのかわり仕事をしたい人の要請には十分に対応す

ること。仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）は個人の人生の貴重な文脈であり、生

きる視点である。長寿をえている高齢者は生活者として新たな暮らしの場をつくらねばならず、

それが新たなしごとを生むことになる。暮らしへの意欲と就業の意欲をともに活かすことが「支

える高齢者」の対応なのである＞ 

2 高齢者の社会的な活動（ボランティア活動） 69 

図1 － 4 － 1 － 4 仕事を選ぶ際に最も重視すること 69 

図1 － 4 － 2 － 1 過去1 年間における地域活動・ボランティア活動の参加状況 70 



図1 － 4 － 2 － 2 地域活動・ボランティア活動の活動内容別参加状況（複数回答） 70 

図1 － 4 － 2 － 3 地域活動・ボランティア活動の参加状況と参加希望 ・71 

3 高齢者による被災地支援 73 

図1 － 4 － 2 － 4 地域活動、ボランティア活動に参加する条件（複数回答） 72 

図1 － 4 － 2 － 5 ボランティア活動への参加意向がある人の割合（収入別） 72 
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表1 － 4 － 3 － 2 東日本大震災被災地支援の年齢階級別取組状況（複数回答） 74 

活動やボランティア活動の参加状況をみてみると、内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」

（平成23年）によれば、60歳以上の高齢者のうち過去1年間に何らかの活動に参加した人の割合

は47.0％（男性51.5％、女性43.0％）となっている。活動内容別に見ると、男女とも「自治会等

の役員・事務局活動」（自治会・町内会・老人クラブ・NPO団体等の役員・事務局活動）が最て

おり、男性は9.9％から20.7％へと倍増している。これを60 歳から74 歳まで年齢階級別にみて

みると、60～64 歳では「収入（賃金）」が25.7％となり、「経験が生かせること」（24.3％）

を上回っている。その他の年齢階級でも、「収入（賃金）」を最も重視する人が大きく増加して

いる。このように、高齢者は自分の経験を生かせる仕事をしたいと考える人が多いが、60 歳代

前半のみならず、65 歳以上の人でも収入を重視する人が増えている。 

＜意見：ボランティアは「善意の無償の行為」であることへの意識は深く広い。少額の有償が “意

欲”にどうかかわるのか。地方自治体は、高齢者住民が保持している知識・技術・経験・資産そ

して生きる意欲を、「善意の無償（少額の有償）の行為」として行政にどう取り込むのか。地域

活性化のカギである＞ 
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認知症高齢者を支える市民後見の取組 76 

（3）高齢者による被災地支援の事例 77 

高齢者のまごころをこめた「元気袋」 77 

仮設住宅における「パラソル喫茶」の取組 77 
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第2 章 高齢社会対策の実施の状況  

 

第1節 高齢社会対策の基本的枠組み 



1 高齢社会対策基本法86 

（1）高齢社会対策基本法の成立86 

（2）高齢社会対策基本法の概要86 

2 高齢社会対策会議 86 

高齢社会対策会議は、内閣総理大臣を会長とし、委員には全閣僚が任命されており、高齢社会対

策の大綱の案の作成、高齢社会対策について必要な関係行政機関相互の調整並びに高齢社会対策

に関する重要事項の審議及び対策の実施の推進が行われている。 

＜意見：２０１２年１０月１４日、１０年ぶりの大綱見直しのために開かれた。会長は野田佳彦

総理、担当大臣は蓮舫議員＞ 

3 高齢社会対策大綱 86 

（1）高齢社会対策大綱の策定 86 

（2）大綱策定の目的 87 

（3）基本姿勢 87 

（4）横断的に取り組む課題 87 

（5）分野別の基本的施策 88 

（6）推進体制等 88 

（7）大綱のフォローアップ 89 

4 高齢社会対策関係予算 89 

高齢社会対策は、就業・所得、健康・福祉、学習・社会参加、生活環境、調査研究等の推進と

いう広範な施策にわたり、着実な進展をみせている。一般会計予算における関係予算をみると、

平成23年度においては18兆1,241億円となっている。これを各分野別にみると、就業・所得10

兆8,876億円、健康・福祉7兆1,915億円、学習・社会参加131億円、生活環境65億円、調査研

究等の推進254億円となっている。 

＜意見：他の分野が年々増加しているなかで、学習・社会参加分野は平成８年７６６億円、平成

１３年３５６億円、そして平成２３年１３１億円と減少しつづけているのはなぜか。本稿があち

らこちらで提案しているように、自治体での官民協働のまちづくり高齢人材の養成施設である

「地域大学校」を推進しないからである。文科省のすすめる学習・社会参加はなお個人の生きが

いづくりの域を脱していない＞ 

表2 － 1 － 1 高齢社会対策関係予算（一般会計）89 

第2節 高齢社会対策の総合的な推進のための取組 90 

第3節 分野別の施策の実施の状況 91 

1 就業・所得 91 

（1） 高齢者の雇用・就業の機会の確保 91 

事業主に対して、22年度からは64歳、25年度からは65歳までというように段階的な定年の引

上げ、継続雇用制度の導入等の措置（以下「高年齢者雇用確保措置」という。）を講じることが

義務付けられており、高年齢者雇用確保措置を講じていない事業主に対しては、公共職業安定所



による指導、助言を実施するとともに、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の高年齢

者雇用アドバイザーによる技術的事項についての相談・援助を行っている。 

＜意見：段階的な定年延長の努力を要請されても企業には対応する余裕はないだろう。ここで

も高齢者の意識の変革が先である。みずからが高齢者として必要とする自社製品を企画し、製作

することなくして定年延長の意味はない。各分野の高齢社員が、“需要者であり供給者である”

という意識にたって製品を産み出すことによって新たな高齢社会を支える「モノ」が登場するこ

とになるからである＞ 

ア 知識、経験を活用した65歳までの雇用の確保 ・91 

イ 中高年齢者の再就職の援助・促進 92 

ウ 多様な形態による雇用・就業機会の確保 92 

高年齢者の多様な就業ニーズに対応し、定年退職後等において、臨時的・短期的又は軽易な就業

を希望する者に対し、意欲や能力に応じた就業機会、社会参加の場を総合的に提供するシルバー

人材センター事業（平成23年3月末現在、シルバー人材センターの団体数は1,298団体、会員数

は約79万人）について、「教育、子育て、介護、環境」等の分野においてシルバー人材センター

と地方公共団体が共同して企画提案した事業を支援し、また、各シルバー人材センターにおいて

会員が身近な地域で安心して働くことができるよう多様な就業機会を提供するとともに、適切な

運営の確保を図っている。また、高年齢者の技術、技能、資格、職業経験等を登録し、地域の企

業、団体、家庭、地域コミュニティなどからの高年齢者ニーズに適合させるために、ワークショ

ップ、就業支援講座等を開催するシニア就業支援プログラム事業を実施した。 

＜意見：意欲や能力に応じた就職機会を提供するのはシルバー人材センターではなく、高齢者

地域コミュニティをあらたに形成する高齢者起業家であろう。提供を待つのではなく、地域にお

いても、需要者であり供給者である高齢者同士が議論して、地域コミュニティが必要とする「モ

ノ・場所・しくみ」を創出する。シルバー人材センターはその経験と成果を集積し、次の起業の

支援を行うことになる。＞ 

表2 － 3 － 1 高齢者雇用関係助成金制度の概要 92 

エ 起業の支援 93 

オ 年齢にかかわりなく働ける社会の実現に向けた取組 93 

年齢にかかわりなく働ける社会の実現に向けた取組として、「70歳まで働ける企業」推進プロ

ジェクトにより、全国の先進的企業の取組内容等の周知や70歳雇用支援アドバイザーによる人

事処遇制度等の見直しに対する個別相談・援助を実施するとともに、各地域において、希望者全

員が65歳まで働ける制度や70歳まで働ける制度を既に導入している先進企業の事例等を通じ、

制度導入のメリットや意義、制度を導入するにあたっての課題やその解決方法を調査分析し、そ

の成果を地域の関係者で共有するとともに、セミナー等を通して広く地域の企業に紹介すること

により、地域における取組気運を醸成し一層の制度の導入を図っている。 

＜意見：年齢にかかわりなく働ける社会の実現。年齢にかかわりなく雇用することが目標では

なく、高齢者が暮らしに必要とする製品を企画し、製造する起業意識が優先する。それがないを



全員雇用するのは福祉事業になる。＞ 

（2）勤労者の生涯を通じた能力の発揮 93 

ア ゆとりある職業生活の実現等 93 

イ 雇用・就業における女性の能力発揮 94 

ウ 職業生活と家庭生活との両立支援対策の推進 94 

（ア）改正育児・介護休業法の円滑な施行 ・94 

（イ）仕事と家庭を両立しやすい職場環境整備 94 

エ 多様な勤務形態の環境整備 95 

（ア）多様な働き方を選択できる環境の整備 95 

（イ）情報通信を活用した遠隔型勤務形態の開発・普及 95 

（3）公的年金制度の安定的運営 95 

ア 持続可能で安定的な公的年金制度の確立 95 

イ 個人のライフスタイルの選択に中立的な公的年金制度の構築 96 

ウ 公的年金制度の一元化の推進 96 

エ 日本年金機構による適切な運営と年金記録問題への対応 96 

（4）自助努力による高齢期の所得確保への支援 97 

ア 企業年金制度等の整備 97 

イ 退職金制度の改善 97 

ウ 高齢期に備える資産形成等の促進 97 

2 健康・福祉 97 

（1）健康づくりの総合的推進 98 

ア 生涯にわたる健康づくりの推進 98 

イ 健康づくり施設の整備等 98 

表2 － 3 － 2 成年後見制度の概要 98 

ウ 介護予防の推進 99 

図2 － 3 － 3 「健康日本21」最終評価 99 

表2 － 3 － 4 健康増進事業の一覧 100 

（2）介護保険制度の着実な実施 101 

（3）介護サービスの充実 101 

ア 必要な介護サービスの確保 101 

表2 － 3 － 5 介護サービス利用者と介護給付費の推移 101 

イ 介護サービスの質の向上 102 

図2 － 3 － 6 介護の日ポスター 103 

ウ 認知症高齢者支援施策の推進 103 

エ 介護に関する普及啓発 103  

 （4）地域の支え合いによる生活支援の推進 103 



（5）高齢者医療制度の改革 104 

ア 高齢者医療制度の見直し 104 

イ 特定健診・特定保健指導 104 

ウ 公的保険に依存しない多様な医療・介護周辺サービスの創出 104 

エ 地域における包括的かつ継続的な在宅医療の提供 104 

オ 老人医療費の動向 104 

（6）子育て支援施策の総合的推進 105 

図2 － 3 － 7 医療費の動向 105 

図2 － 3 － 8 後期高齢者医療費の特性 106 

図2 － 3 － 9 1 人当たり医療費の診療種別内訳（全国平均との差）～平成21 年度～ 106 

（7）地域福祉計画の策定の支援 107 

3 学習・社会参加 107 

（1） 生涯学習社会の形成 108 

高齢社会においては、価値観が多様化する中で、学習を通じての心の豊かさや生きがいの充足の

機会が求められ、経済社会の変化に対応して絶えず新たな知識や技術を習得する機会が必要とさ

れることから、生涯のいつでも自由に学習機会を選択して学ぶことができ、その成果が適切に評

価される生涯学習社会の形成を目指す。 

＜意見：生涯のいつでも自由に学習機会を選択して学ぶことができる学習施設はあっていいが、

高齢社会にとっては、定年に近い時期、年齢でいえば、55歳~65歳に、「人生９０年時

代」のための学習の機会をつくるほうがいい。繰り返してきたが、そのひとつであり

重要な役割をはたすのが、地域高齢者大学校である。生涯学習・社会参加の予算は年々

増えていいはずのものである。＞ 

ア 生涯学習の推進体制と基盤の整備 108 

（ア）生涯学習の基盤の整備 108 

（イ）学習成果の適切な評価の促進 108 

イ 学校における多様な学習機会の確保 108 

（ア）初等中等教育機関における多様な学習機会の確保 108 

（イ）高等教育機関における社会人の学習機会の提供 109 

（ウ）学校機能・施設の地域への開放 109 

ウ 多様な学習機会の提供 109 

地域住民の身近な学習拠点である公民館をはじめとする社会教育施設等において、幅広い年齢

層を対象とした多様な学習機会が提供された。 

＜意見：個人の学習拠点ではなく、同年代の学習生が２~３年を同じカリキュラムでまなび、

“生涯にわたる同窓生”をうることができるのが、地域高齢者大学校のメリットである。＞ 

（ア）社会教育の振興 109 

図2 － 3 － 10 大学院の社会人学生数の推移 109 



（イ）文化活動の振興 110 

（ウ）スポーツ活動の振興 110 

（エ）自然とのふれあい 110 

エ 勤労者の学習活動の支援 110 

（2）社会参加活動の促進 110 

ア 「新しい公共」に係る取組 110 

図2 － 3 － 11 放送大学在学者の年齢・職業 110 

（ア）寄附税制の拡充 111 

（イ）新しい公共支援事業 111 

（ウ）「新しい公共」推進会議 111 

イ 高齢者の社会参加活動の促進 111 

（ア）高齢者の社会参加と生きがいづくり 111 

（イ）高齢者の海外支援活動 112 

豊富な知識、経験、能力を有し、かつ途上国の社会や経済の発展に貢献したいというボランティ

ア精神を有する中高年齢者が、海外技術協力の一環として、途上国の現場で活躍できるよう、シ

ニア海外ボランティア事業を独立行政法人国際協力機構を通じ引き続き推進した。 

＜意見：海外での活躍はもっとあっていい。５０００人程度ではケタが違う。推進したなどとい

える実績ではない。また海外進出企業の現場で活躍している人びとも多い。一方で、年金と退職

金を利用してロング・ステイ生活をする高齢者も知られるが。＞ 

図2 － 3 － 12 老人クラブ数と会員数の推移 112 

図2 － 3 － 13 地域別・分野別 シニア海外ボランティアの派遣者数 112 

（ウ）高齢者の余暇時間等の充実 113 

ウ NPO等の活動基盤の整備 113 

表2 － 3 － 14 特定非営利活動法人の認証数 114 

4 生活環境 115 

（1） 安定したゆとりある住生活の確保 115 

住宅は生活の基盤となるものであることから、生涯生活設計に基づいて住宅を選択することが可

能となる条件を整備し、生涯を通じて安定したゆとりある住生活の確保を図る。そのため、居住

水準の向上を図り、住宅市場の環境整備等を推進するとともに、親との同居、隣居等の多様な居

住形態への対応を図る。また、高齢期における身体機能の低下に対応し自立や介護に配慮した住

宅及び高齢者の入居を拒否しない住宅の普及促進を図るとともに、福祉施策との連携により生活

支援機能を備えた住宅の供給を推進する。 

＜意見：ここでも発想の転換が求められる。基本となる住宅は「三世代同等同居住宅」であるこ

と。現実にはむずかしくとも、基本はなくてはならない。親・子・孫が同じ生活空間で暮らして

いることが、持続性のある暮らしの知恵を次世代に引き継ぐことになる。＞ 

ア 良質な住宅の供給促進 115 



 

（ア） 持家の計画的な取得・改善努力への援助等の推進 115 

（イ）良質な民間賃貸住宅の供給促進 115 

（ウ）公共賃貸住宅の適切な供給 116 

表2 － 3 － 15 「住生活基本計画（全国計画）」（平成23年3月閣議決定）における高齢社会対策に関す

る目標、成果指標及び基本的な施策 116 

（エ）住宅市場の環境整備 117 

イ 多様な居住形態への対応 117 

（ア）高齢者の持家ニーズへの対応 117 

（イ）高齢者の民間賃貸住宅への入居の円滑化 117 

（ウ）高齢者のニーズに対応した公共賃貸住宅の供給 117 

（エ）高齢者の高齢期に適した住宅への住み替え支援 117 

（オ）高齢者向けの先導的な住まいづくり等への支援 118 

ウ 自立や介護に配慮した住宅の整備 118 

（ア）高齢者の自立や介護に配慮した住宅の建設及び改造の促進 ・118 

表2 － 3 － 16 公営住宅等の高齢者向け住宅建設戸数 118 

（イ）公共賃貸住宅 119 

（ウ）住宅と福祉の施策の連携強化 119 

（2）ユニバーサルデザインに配慮したまちづくりの総合的推進 119 

バリアフリー施策を効果的かつ総合的に推進するため、平成12年3月、閣議口頭了解により「バ

リアフリーに関する関係閣僚会議」が設置され、16年6月、同会議は政府が一体となってバリア
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